2016年11月24日～25日
憲法審査会、南スーダン、TPP、年金法、沖縄、政局、社説
自民草案「立憲主義踏まえず」＝民進、衆院憲法審で批判


多くの傍聴者が詰め掛け、討議が行われた衆院憲法審査会＝２４日午前、国会内
　衆院憲法審査会は２４日午前、立憲主義を主なテーマに実質討議を行った。民進党の枝野幸男氏は、自民党の憲法改正草案について「立憲主義を踏まえず、３原則を大きく変更する内容だ」と述べ、平和主義など憲法の３原則を損なうと批判。これに対し、自民党の中谷元氏は「立憲主義の考え方を何ら否定するものではない」と反論した。
　枝野氏は自民党草案の扱いについて「棚上げしたようだが、撤回はされていない。（改憲の）議論が進まないから二枚舌を使っているのか」とただした。憲法解釈を変更して集団的自衛権行使を容認した安全保障関連法も取り上げ、立憲主義に反するとの立場から自民党に説明を求めた。
　中谷氏は「草案は憲法の３原則を何ら変えるわけではない」と主張。その上で「立憲主義に反すると批判する方は、現政権の活動を批判しているだけだ」との見解を示した。（時事通信2016/11/24-12:35）
自民、改憲項目選定へ多くの壁　草案や安保法にも民進照準

共同通信2016/11/24 19:37

　衆院憲法審査会は24日、今国会2回目の実質議論を行った。民進党は自民党改憲草案に関し「立憲主義に反する」と先週の衆参両院憲法審に続いて批判を強めた。改憲論議に入る前の課題として集団的自衛権行使を可能とする安全保障関連法や、天皇陛下の生前退位問題にも照準を合わせる。自民党は民進党を巻き込んで早期に改憲項目絞り込みに向けた議論に入りたい考えだが、多くのハードルが待ち受ける現状が明らかになった。

　自民党改憲草案は、天皇を元首と明記。基本的人権を巡り「侵すことのできない永久の権利」としながらも「常に公益および公の秩序に反してはならない」と記述した。

自民改憲草案、安保で応酬　衆院審、実質論議2回目

共同通信2016/11/24 12:25

　衆院憲法審査会は24日、今国会2回目の実質的議論を行った。民進党は、復古的との批判がある自民党改憲草案に関し「（憲法が国家権力を制約する）立憲主義に反する」と指摘。同様の観点から安全保障関連法に触れ「集団的自衛権を巡る憲法解釈を一方的に変更した」と非難した。自民党は「草案は立憲主義を否定していない。安保法も憲法の枠内だ」と反論し、応酬を繰り広げた。

　衆院憲法審は今月17日に実質論議を約1年5カ月ぶりに再開。自民党は、具体的な改憲項目の候補を例示して議論加速を呼び掛けたが、民進党は慎重姿勢を崩さなかった。

自民改憲草案、民進「立憲主義に反する」　自民は反論
朝日新聞デジタル2016年11月24日14時51分

多くの人たちが傍聴に詰めかけた衆院憲法審査会＝２４日午前９時５２分、国会、岩下毅撮影
　衆院憲法審査会は２４日、憲法によって国家権力の行使を抑制する「立憲主義」を中心テーマに討議が行われた。民進党の枝野幸男氏は、自民党が２０１２年にまとめた憲法改正草案について「立憲主義に反し、憲法を統治の道具であるかのごとく考えている」と批判し、「草案が立憲主義を踏まえたものと（自民党が）認識しているなら建設的な議論は困難だ」と述べた。
　共産党の大平喜信氏は憲法９条の解釈改憲をもとにした安全保障関連法を取り上げ、「安保法制ほど立憲主義を踏みにじったものはない」。社民党の照屋寛徳氏は「安倍内閣は反立憲主義の政治へと暴走し続けている」と指摘した。
　一方、自民党の中谷元氏は「自民党の改憲草案は立憲主義を否定するものではない」「（安保法が）立憲主義に反すると批判される方は現政権の活動を批判しているだけ」と反論した。
　公明党の斉藤鉄夫氏は地球環境問題を例に「新しい基本的人権の保障についても考える必要がある」。日本維新の会の足立康史氏は「安保法が立憲主義にもとるというレッテル貼りが繰り返されることが懸念される」と述べ、民進党など野党の主張に疑問を呈した。【続きあり】
衆院憲法審 　立憲主義、すれ違い…自民「権力制限は変容」
毎日新聞2016年11月24日 22時04分(最終更新 11月25日 00時50分)
　「立憲主義」を中心に討論した２４日の衆院憲法審査会（森英介会長）で、民進党など野党は２０１２年の自民党憲法改正草案や、集団的自衛権の行使を容認した安全保障関連法を改めて批判した。これに対し自民党は、憲法で権力を縛ることだけが立憲主義ではないと反論。立憲主義を巡る各党の見解の相違は、憲法改正の目的とも関わってくるだけに、具体的な項目の絞り込みに影響しそうだ。 
　立憲主義は民進党の要望でこの日のテーマに設定された。自民党は野党からの批判を想定し、立憲主義の重要性は認める戦術で論戦に臨んだ。 
　自民党の上川陽子氏は代表発言で「憲法によって国家権力の行使に制限を加える」という立憲主義の考え方は時代とともに変容してきたと指摘。個人が人間らしく生きていける社会は、相手の価値観を尊重することが前提になっているという論理を構築し、共同体を意識した社会づくりにつながる改憲論議を求めた。同党の中谷元（げん）氏は、より直接的に「立憲主義という言葉を、本来の意味を超えて政権に対する好き嫌いで使っている」と野党を批判した。一方、公明党の斉藤鉄夫氏は「基本的人権の保障のため、主権者である国民が、権力を名宛て人として権力の行使の原則を定めたのが憲法だ」と述べ、立憲主義に関して自民党と異なる見解を表明した。 
　民進党の枝野幸男氏は「国民主権のもとで立憲主義の意義は飛躍的に拡大している。自民党草案は立憲主義に反し、憲法を統治の道具であるかのごとく考えている」と自民党を批判。民進党の辻元清美氏は、安倍晋三首相が立憲主義について「国家権力を縛るものだという考え方はあるが、かつて王権が絶対権力を持っていた時代の主流の考え方」（１４年２月の衆院予算委員会）と発言したことを問題視し、首相の審査会への出席を求めた。 
　これに対し、日本維新の会の足立康史氏は「民進党が何を議論したいのか分からない。立憲主義にもとるというレッテル貼りが審査会で繰り返されることを強く懸念する」と述べた。【飼手勇介、葛西大博】 
衆院憲法審　自民草案、改めて撤回要求　民進
毎日新聞11月24日 11:30
　衆院憲法審査会（森英介会長）は２４日午前、各党が立憲主義などをテーマに議論を交わした。民進党は、２０１２年の自民党憲法改正草案について「立憲主義に反し、憲法を統治の道具のごとく考えている」と批判し、改めて撤回を求めた。「立憲主義の認識が（各党で）違うままでは、審査会での議論が困難」とも指摘した。
　民進党の枝野幸男氏は、国防軍の創設などを規定した１２年草案について「立憲主義を踏まえず、（平和主義などの）３原則を大きく変更する」と批判。自民は草案を事実上棚上げしたが、「本当は草案のような改正をしたいが、議論が進まないから二枚舌を使っているのでは」と警戒し、今後の草案の扱いをただした。憲法解釈を変更し、集団的自衛権の行使を容認した安全保障関連法については違憲性を指摘し、「立憲主義との関係を明確に説明してほしい」と迫った。
　自民党の上川陽子氏は「党は近代立憲主義に基づき、個人が人間らしく生きられる社会を構築する努力をしてきた」と強調。現行憲法に地方自治の規定が少ないことなどを指摘し、「『立憲主義に反する』といった言葉だけで憲法論議が閉ざされてはならない」と訴えた。中谷元氏も「草案は立憲主義を否定していない」と説明。安保関連法も合憲として「立憲主義に反すると称する人は、本来の意味を超え、政権の好き嫌いで使っている」とけん制した。
　立憲主義は国家権力の恣意（しい）的な行使を憲法で抑える考え方とされる。自民党にとっては因縁のテーマで、昨年６月の審査会では、憲法学者３人がいずれも安保関連法案を「違憲」と表明。世論の批判が高まり、今月１７日に再開されるまで審議が１年５カ月止まった経緯がある。【飼手勇介】
安保法・自民草案で応酬　衆院憲法審 
日経新聞2016/11/24 20:20
　衆院憲法審査会は24日、立憲主義や憲法改正の限界をテーマに議論した。民進党は昨年９月に成立した安全保障関連法と、2012年に自民党がまとめた改憲草案を「立憲主義に反する」と批判。自民党は「安保法は現行法の枠内」「草案は立憲主義をなんら否定していない」などと反論し、平行線をたどった。
　安保法を巡っては、昨年６月の同審査会で与野党が呼んだ参考人全員が違憲と判断。合憲か否かで与野党が対立し、今月17日に再開するまで約１年５カ月にわたって審査会が中断した。
　民進党の枝野幸男氏は24日の審査会で「集団的自衛権の憲法解釈を一方的に変更した」と指摘し、改めて違憲だと訴えた。公明党の遠山清彦氏は「自国防衛を目的とする集団的自衛権の行使を認めるのは憲法９条に反しない」と反論した。
　枝野氏は国防軍の保持などを盛りこんだ自民党草案も問題視。「立憲主義を踏まえたと認識しているなら建設的な議論は困難だ」とけん制した。与党筆頭幹事の中谷元氏（自民）は「草案は国民主権、平和主義、基本的人権の尊重という憲法の三大原則を堅持している」と述べ、立憲主義に基づくと主張した。
　民進党が議題にするよう求めた天皇陛下の生前退位を巡っては、自民党の上川陽子氏が「いま内閣で精力的に議論をしている」と指摘。現時点で国会で議論するのは不適切との認識を示した。
　公明党の太田昭宏氏は改憲の対象になりうる項目として、環境権を挙げた。民進党の細野豪志氏は、大規模災害などの緊急事態下での国会議員の特例的な任期延長を議論すべきだとした。
民進・枝野氏「首相の解散権縮小を」 
日経新聞2016/11/24 0:26
　民進党の枝野幸男憲法調査会長は23日、さいたま市内で講演し、24日の衆院憲法審査会で憲法改正が必要な条文として首相による解散権の根拠である７条を提起する考えを示した。英国やドイツを挙げ「内閣による議会解散権を縮小しているのが世界の流れだ。変えるならここではないか。発議されたら全会一致で通ると思う」と述べた。〔共同〕
産経新聞2016.11.24 11:34更新 
【憲法改正】衆院憲法審査会、立憲主義めぐり６会派が議論も平行線　民進「自民党草案は立憲主義違反」　自民「建設的議論」訴え

衆院憲法審査会で意見表明する自民党の上川陽子元法相＝２４日午前、国会・衆院第１８委員室（斎藤良雄撮影） 
　衆院憲法審査会は２４日午前、国家権力を憲法が制約する立憲主義などをテーマに６会派が議論した。民進党が、自民党の憲法改正草案を立憲主義違反だと批判する一方、自民党は「立憲主義に反するという抽象的な言葉で、豊かな論議が閉ざされてはならない」と牽制（けんせい）し、議論は平行線をたどった。
　自民党を代表して意見表明した上川陽子氏は、自民党が「近代立憲主義に基づき、個人が人間らしく生きることができる社会を構築するため努力してきた」と主張。その上で国民主権など現行憲法の基本原理を堅持し、建設的な改憲論議を進めるべきだと訴えた。
　一方、民進党を代表して陳述した枝野幸男氏は、自民党の改憲草案をやり玉に挙げ「（自民党が）立憲主義を踏まえたものだと認識しているとすれば、認識が１８０度違う。建設的な議論は困難だ」と述べた。
　さらに、上川氏が現行憲法の基本原理を維持すると表明したことに関し「安倍晋三総裁を含む自民党の総意と受け止めていいのか、明確な認識を示してもらいたい」と注文を付けた。
　この日は公明党、共産党、日本維新の会、社民党・市民連合を加えた６会派が見解を表明した。
表現の自由に制約「当然」　自民、改憲草案撤回せず

東京新聞2016年11月25日 朝刊
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　衆院憲法審査会は二十四日、憲法で国家権力を縛る「立憲主義」などをテーマに議論した。自民党の中谷元氏（与党筆頭幹事）は、二一条の表現の自由に制約を加えている同党の改憲草案について「極めて当然のこと」と、一定の制約が必要との考えを示した。草案の撤回にも応じなかった。　（清水俊介）

　現行憲法の二一条は集会、結社、言論の自由を規定。草案は「公益及び公の秩序を害すること」を目的とした活動は認められないと付け加えた。自民党は憲法審の再開に当たり草案を事実上封印すると表明したが、撤回はしていない。

　この日の審議で民進党の奥野総一郎氏は、二一条に触れ「精神の自由の尊重は憲法の基本原理。修正を加えることは改正限界を超える」と問題視した。これに対して中谷氏は「オウム真理教に破壊活動防止法が適用できなかった反省を踏まえた」と説明。「公益及び公の秩序を害すること」という表現が「制限を厳しく限定している」として理解を求めた。ただ、何が「公益及び公の秩序」に当たるかは曖昧との指摘がある。

　現行憲法は国民を権力から守るため、国会議員ら権力側だけに憲法の尊重擁護義務を課しているが、自民党の草案は国民にも尊重義務を課す内容。中谷氏は、これについても「国民も憲法を尊重すべきことは当然」と指摘した。

　民進などは、草案は立憲主義に反するのに撤回されていないと批判したが、中谷氏は「立憲主義を何ら否定するものではない」と説明。自民党の平沢勝栄氏は草案の九条改憲に関連し、自衛隊の存在を明記することが立憲主義にかなうと述べた。

「自民は草案を撤回していない」　民進批判、見解を要求　衆院憲法審

東京新聞2016年11月24日 夕刊

 　衆院憲法審査会は二十四日午前、国家権力を憲法が制約する立憲主義などをテーマに議論した。意見表明で、民進党の枝野幸男氏は、自民党改憲草案を「立憲主義に反し憲法を統治の道具であるかのごとく考えている」と批判。「自民党は立憲主義を守ると発言しているが、草案を撤回していない」として、草案が立憲主義を踏まえた内容と認識しているならば、建設的な改憲論議はできないと指摘し、草案の扱いに関する党見解を出すよう求めた。

　枝野氏は、安倍政権が成立させた安全保障関連法についても「集団的自衛権の解釈を一方的に変更した。立憲主義や保守思想との関係を明確に説明してほしい」と述べた。

　これに対し、自民党の中谷元氏は「改憲草案は人権を保障するために権力を制限する立憲主義の考え方を何ら否定するものではない」と反論。同じく自民党の上川陽子氏は、平和主義など憲法三原則を維持する考えを示し「国民目線で建設的な憲法改正論議を進めることが肝要だ」と述べた。

　公明党の斉藤鉄夫氏は、立憲主義で保障される基本的人権に環境権を加えるべきだとの考えを示した。

　自由討議では、自民党の複数の委員が改憲の具体的項目として自衛権を明記するなど九条改憲の必要性を指摘。民進党の細野豪志氏は、大災害などの緊急事態での国会議員の選挙延期を議論すべきだとの考えを示した。

　衆院憲法審は今月十七日、実質的な論議を約一年五カ月ぶりに再開した。

しんぶん赤旗2016年11月25日(金)

９条解釈　一内閣で覆す　衆院憲法審査会　共産・民進が批判　大平・赤嶺氏発言

　衆院憲法審査会は２４日、立憲主義を主なテーマに各会派の自由討議を行いました。安保法制＝戦争法が立憲主義に反することが改めて問題となりました。

　日本共産党の大平喜信議員は「安保法制ほど立憲主義を踏みにじったものはない」と強調。「集団的自衛権の行使は、憲法上認められない」との歴代内閣の憲法解釈・政府統一見解の形成過程に言及し、「長年の議論によって積み重ねられたのが憲法解釈だ。これを一内閣の判断によって覆したのが安倍政権だ」と批判しました。

　大平氏は、安保法制と集団的自衛権の行使容認の閣議決定が立憲主義に反するとの声が、歴代の内閣法制局長官や最高裁判事、学者・研究者など幅広い層から上がっていると指摘。「集団的自衛権容認の閣議決定を撤回するたたかいを国民とともに進める」と述べました。

　民進・枝野幸男氏は「４０年にわたって積み重ねてきた解釈を、権力側が一方的に覆すことは立憲主義に反する。立憲主義に反するがゆえに憲法違反になってくる」と批判しました。

　これに対し自民・中谷元氏は「立憲主義に反すると言うが、単なる政権に対する好き嫌い（の批判）ではないか｣と開き直りました｡

　日本共産党の赤嶺政賢議員は、「日本国憲法を超える日米安保体制の存在」を問題視し、米国の圧力によって９条違反の再軍備や自衛隊、日米安保条約がつくられたこと、自衛隊の海外派兵、日米ガイドライン（軍事協力の指針）の実行としての戦争法、さらに｢沖縄には憲法がない｣という現状を指摘。その上で、「日本の立憲主義を問題にするにあたって、このことを根本的に問い直すべきだ」と主張しました。

　枝野氏は､｢自民党改憲案｣について｢立憲主義に反し、憲法を統治の道具のごとく考えている」と批判し、撤回を求めました。

衆院憲法審査会 立憲主義をテーマに各党が議論
NHK11月24日 13時59分
衆議院憲法審査会は「立憲主義」などをテーマに審議を行い、自民党は国民主権など今の憲法の三原則を維持する考えを示したうえで、「国民目線で建設的な憲法改正論議を進めていくことが肝要だ」と強調しました。一方、民進党は安全保障関連法について、「集団的自衛権に関する憲法解釈を一方的に変更した」と批判するとともに、自民党の憲法改正草案を「立憲主義に反する」と指摘しました。
衆議院憲法審査会は、安全保障関連法などの議論が行われた去年６月以来、およそ１年５か月ぶりに先週、議論を再開し、２４日は立憲主義などをテーマに審議を行いました。
この中で、自民党の上川元法務大臣は「『立憲主義に反する』という抽象的な言葉のみで、豊かな憲法論議が閉ざされてはならない」と述べました。
そして、「国民主権など、憲法の基本原理の変更は憲法改正の限界を超えるもので、それを堅持するという共通認識のうえで、国民目線で建設的な憲法改正論議を進めていくことが肝要だ」と述べました。
民進党の枝野前幹事長は安全保障関連法について、「集団的自衛権に関する憲法解釈を一方的に変更した」と述べました。
また、自民党の憲法改正草案について、「立憲主義に反し、憲法を統治の道具であるかのごとく考えていると受け取られてもしかたがない内容だ」と述べました。
公明党の斉藤幹事長代行は「日本国憲法は、権力から国民の人権を保障しようとする立憲主義憲法であり、基本的人権の尊重、国民主権、恒久平和主義といった三原則は、立憲主義と不可分の一体のものだ。立憲主義は、これからも憲法の本質として維持していかなければならない」と述べました。
共産党の大平喜信衆議院議員は「安倍政権は、歴代内閣が『憲法９条の下で集団的自衛権の行使は認められない』としてきた憲法解釈を変更し、安全保障法制を強行した。これこそ立憲主義に反するものだ。戦争をするための憲法改正ではなく、９条を生かした平和外交を行うことこそが大切だ」と述べました。
日本維新の会の足立康史衆議院議員は「安全保障法制の制定過程で明らかになったことがあるとすれば、安倍政権による立憲主義の破壊ではなく、現行憲法の違憲審査制度が機能不全に陥っていることだ。われわれは機能不全を起こしている違憲審査制度を見直し、憲法裁判所の創設を提案している」と述べました。
社民党の照屋国会対策委員長は「立憲主義とは、憲法によって権力を制限し、憲法を権力者に順守させ、統治を憲法に基づき行うという原理だ。安倍総理大臣の言動には、立憲主義の危機と国家の危機を強く感じる」と述べました。
衆議院憲法審査会の次の日程は来週３０日に会期末を迎えることから決まっておらず、今後、与野党の幹事の間で調整が進められる見通しです。
安全保障関連法をめぐる議論で注目集める
「立憲主義」が注目を集めたのは去年、成立した安全保障関連法をめぐる議論の中でした。
参考人として出席した学識経験者３人が、法案は「憲法違反」と指摘。さらに、法案に反対した人たちは、政府が憲法解釈を変えて法案を成立させようとする姿勢は「立憲主義に反している」と主張しました。
これに対して、政府は「これまでの憲法解釈との論理的整合性と法的安定性は保たれている」として、立憲主義に反するという指摘は当たらないと反論しました。
立憲主義は、「憲法は政府の権力を制限し、国民の権利を守るもの」と考えられています。これに対し、安倍総理大臣はおととし２月の衆議院予算委員会で、「今、憲法というのは、日本という国の形、そして理想と未来を語るものではないか」、「憲法は権力を縛るためだけのものであるという考え方については、古いものではないか」と述べています。
女性誌で憲法や政治をテーマにする動き
憲法への関心が高まる中、女性誌の中には、このところ憲法や政治をテーマにする動きが広がっています。
４０代の女性をターゲットにしたファッション誌は、今月発売された号で憲法改正についての特集記事を掲載しました。憲法の制定過程などについて、母親と娘が会話する形でわかりやすく解説しています。立憲主義については漫画を交えながら、憲法は「国民が国や政府に守らせるものだ」という立憲主義の基本的な考え方や、自民党の憲法改正草案などについて説明しています。
この雑誌の為田敬編集長は「憲法を変えるべきかどうかは、立憲主義のような基本的な知識がなければ正しい判断ができないと考えて特集した。女性にとって身近なファッション誌がこういう企画をやることで、憲法について家族やママ友と気軽に話すきっかけになれば」と話していました。
衆院・憲法審査会　安保関連法で与野党議論
日本テレビ系（NNN） 11/24(木) 13:35配信
　衆議院の憲法審査会は２４日、今の国会で２回目の議論を行った。去年成立した安全保障関連法について、野党側が憲法違反だと批判したのに対し、与党側は憲法が認める枠内だと反論した。
　共産党・大平喜信議員「安倍政権が憲法を乗り越える恣意（しい）的な解釈によって集団的自衛権の行使を認めたことこそ、立憲主義に反するものだと指摘しなければなりません」
　自民党・中谷元議員「平和安全法制の定める限定的な自衛の措置は、急迫不正の事態に対応するためにやむを得ない措置であり、現行憲法の枠内のものでございます」
　自民党の中谷議員の発言に対して、民進党の辻元議員は安保関連法は憲法違反だと改めて指摘した上で、法律を成立させた自民党には憲法改正を議論する資格がないと批判した。
　また、公明党の遠山議員は安保関連法について「国民の生命や権利などを守るという観点から制定されたもので、立憲主義を具現化したものだ」と述べ憲法違反ではないと主張した。
自民改憲草案、安保で応酬　衆院審、実質論議２回目
西日本新聞2016年11月24日 12時29分 
　衆院憲法審査会は２４日、今国会２回目の実質的議論を行った。民進党は、復古的との批判がある自民党改憲草案に関し「（憲法が国家権力を制約する）立憲主義に反する」と指摘。同様の観点から安全保障関連法に触れ「集団的自衛権を巡る憲法解釈を一方的に変更した」と非難した。自民党は「草案は立憲主義を否定していない。安保法も憲法の枠内だ」と反論し、応酬を繰り広げた。
　衆院憲法審は今月１７日に実質論議を約１年５カ月ぶりに再開。自民党は、具体的な改憲項目の候補を例示して議論加速を呼び掛けたが、民進党は慎重姿勢を崩さなかった。
自民、改憲項目選定へ多くの壁　草案や安保法にも民進照準
西日本新聞2016年11月24日 19時38分 
　衆院憲法審査会は２４日、今国会２回目の実質議論を行った。民進党は自民党改憲草案に関し「立憲主義に反する」と先週の衆参両院憲法審に続いて批判を強めた。改憲論議に入る前の課題として集団的自衛権行使を可能とする安全保障関連法や、天皇陛下の生前退位問題にも照準を合わせる。自民党は民進党を巻き込んで早期に改憲項目絞り込みに向けた議論に入りたい考えだが、多くのハードルが待ち受ける現状が明らかになった。
　自民党改憲草案は、天皇を元首と明記。基本的人権を巡り「侵すことのできない永久の権利」としながらも「常に公益および公の秩序に反してはならない」と記述した。
「押しつけ憲法と私は思っていない」　石破氏
朝日新聞デジタル2016年11月24日21時24分

「国のあり方」をテーマに学生に講義する石破茂氏＝２４日夜、早大
■石破茂・前地方創生相
　「押しつけ憲法」と言う人もいるが、私はそう思っていない。形式的には大日本帝国憲法の改正手続きを踏んでいる。よしんばそうだったとしても、脅迫や詐欺や錯誤による意思表示は、そうであることを知ってから一定期間それを申し立てないと、その権利を失う。仮に半ば強制的に憲法を改正させられたとしても、改正できる状況になった時からずっとやっていないわけで、怠慢以外の何ものでもない。だから、私は「押しつけだから全部無効」という論に立っていない。（２４日、早大であった学生向け講座「政治を学び合う」で）
オピニオン：トランプ不安、日本の「改憲」後押し＝エモット氏

ロイター2016年 11月 15日 12:26 JST

　１１月１４日、英エコノミスト誌の元編集長でジャーナリストのビル・エモット氏は、米大統領選におけるトランプ氏（写真）の勝利は、安全保障上の理由から、憲法改正に向けて安倍政権の背中を押す可能性が高いと指摘。米ニューヨークで１１月９日撮影（２０１６年　ロイター/Carlo Allegri）

ビル・エモット ジャーナリスト／英エコノミスト誌元編集長
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［東京　１４日］ - 「ＡＭＥＲＩＣＡ　ＦＩＲＳＴ（米国第一主義）」以外、明確な政策アジェンダを持たない「トランプ大統領」の誕生は、安全保障上の観点から、憲法改正に向けて安倍政権の背中を押す可能性が高いと、英エコノミスト誌の元編集長でジャーナリストのビル・エモット氏は指摘する。

経済面については、「環太平洋連携協定（ＴＰＰ）は死んだ」とし、日本がアジア太平洋地域の自由貿易協定作りでイニシアティブを取る必要があると説く。さもなければ、主導権は中国に移るだけだと見る。

同氏の見解は以下の通り。

＜ＴＰＰは死んだ＞

「トランプ米大統領」誕生が世界経済と国際政治に対して持つ意味は、端的に言えば、不確実性の著しい高まり、そして同盟国およびパートナーとしての米国の信用と信頼度合いの低下だ。

日本に対する意味合いとしては、まず「ＴＰＰは死んだ」ということである。つまり、日本は今後、アジア太平洋地域の自由貿易協定作りでイニシアティブを取っていく必要がある。さもなければ、中国が主導権を握ってしまうだけだ。

２点目としては、安全保障上の理由から、安倍首相が憲法改正への決意をより強めた可能性がある。日本が今よりも独自の行動を取りやすくするために、である。

ＴＰＰ以外の経済政策面への影響については、トランプ氏が日本の通貨戦略や金融政策に対し、さほど強硬な態度を示すようになるとは思わない。トランプ氏が重視する経済政策は、自国の財政政策だ。また、そもそも日本はトランプ氏の貿易上の「敵」ではない。当面の「敵」は中国やメキシコになるだろう。

＜軍事力誇示はあり得る＞

前述した通り「トランプ大統領」誕生は、改憲に向けた安倍首相の決意を強める方向に働く可能性が高いが、現実にはトランプ次期政権は南シナ海や東シナ海の問題で、中国に対して強硬姿勢を示す可能性が高いと考える。場合によっては、今（オバマ政権時）よりも軍事力の誇示を伴うことが増えるかもしれない。

ただし基本的に、その対外政策は、危機が発生した際に迅速に対応するという形になりそうだ。トランプ氏に、「ＡＭＥＲＩＣＡ　ＦＩＲＳＴ（米国第一主義）」以外、明確な政策アジェンダがあるとは思えない。

その意味でも、貿易問題で中国を批判するとしても、米国経済が不況にでも陥らない限り、さほど激しくたたくことはないと考える。

とどのつまり、大統領選におけるトランプ氏の選挙公約のうち、重要な意味を持つのは対外的なものではなく、米国内に向けたものだ。よって、トランプ氏はまず財政出動の公約にこだわるだろう。医療保険制度改革法（オバマケア）についても、結局は廃止に向けて動く可能性が高い。

また、より厳しい移民制限を課すとともに、オバマ政権が（温暖化対策として）導入した「大統領気候行動計画」も白紙に戻すだろう。そして、メキシコと移民問題を議論する際には、（見直しを公約した）北米自由貿易協定（ＮＡＦＴＡ）を交渉の取引ツールとして利用するはずだ。

＊ビル・エモット氏は、英国のジャーナリスト。オックスフォード大学モードリン・カレッジ卒業後、同大学のナフィールド・カレッジを経て、１９８０年に英エコノミスト誌に入社。８３年から３年間、東京支局長。９３年から２００６年まで１３年間、同誌の編集長を務めた。「日はまた沈む」「日はまた昇る」など日本に関する著書多数。

＊本稿は、ロイターの「米大統領選」特集に掲載されたものです。ビル・エモット氏への書面インタビューをもとに、同氏の個人的見解に基づいて書かれています。

（編集:麻生祐司）

＊このドキュメントにおけるニュース、取引価格、データ及びその他の情報などのコンテンツはあくまでも利用者の個人使用のみのためにコラムニストによって提供されているものであって、商用目的のために提供されているものではありません。このドキュメントの当コンテンツは、投資活動を勧誘又は誘引するものではなく、また当コンテンツを取引又は売買を行う際の意思決定の目的で使用することは適切ではありません。当コンテンツは投資助言となる投資、税金、法律等のいかなる助言も提供せず、また、特定の金融の個別銘柄、金融投資あるいは金融商品に関するいかなる勧告もしません。このドキュメントの使用は、資格のある投資専門家の投資助言に取って代わるものではありません。ロイターはコンテンツの信頼性を確保するよう合理的な努力をしていますが、コラムニストによって提供されたいかなる見解又は意見は当該コラムニスト自身の見解や分析であって、ロイターの見解、分析ではありません。

しんぶん赤旗2016年11月25日(金)

「平穏」を装い派兵か　井上議員　政府説明をただす　参院外防委

日本共産党の井上哲士議員は２４日の参院外交防衛委員会で、政府が南スーダンの情勢を「平穏」と装い、「駆け付け警護」などの新任務を付与して自衛隊を派兵したのではないかとただしました。
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（写真）質問する井上哲士議員＝24日、参院外防委


　１１月１０日付の国連事務総長報告は「ジュバ及びその周辺の治安状況は引き続き不安定である」と述べています。一方、日本政府は、「ジュバは平穏」であり、南スーダンで起きているのは「戦闘」でなく「衝突」だと説明し続けています。

　井上氏は、「戦闘発生箇所」と明記した陸上幕僚監部作成の第１０次要員（５月派兵）の家族説明会用資料を提示。また、南スーダンを視察（１０月８日）した稲田朋美防衛相が現地で「この辺で『戦闘』が起きた」との自衛隊員の説明をうなずきながら聞いていたニュース映像に触れ、「現地の部隊も大臣も、戦闘だと認識していたのではないか」と指摘しました。

　その上で、第１１次要員（今月派兵）の家族説明会用資料では「戦闘発生箇所」が削除され「衝突発生箇所」と記されていることを示し、「自衛隊の中では一般的に戦闘だと言っていることを、わざわざ平穏だと印象付けるために『衝突』に言い換えたということではないか」と迫りました。

　稲田氏は「法的な『戦闘行為』と混同されかねないので、『衝突』という言葉を使っている」との言い訳に終始しました。

　井上氏は「国連事務総長報告がいう“崖っぷち”にある情勢認識も、ＰＫＯ参加５原則が崩壊しているような事態も覆い隠して、さも安全かのように家族に説明をし、新任務を付与して派遣を継続するということは絶対やめるべきだ」と述べ、南スーダンからの自衛隊の速やかな撤退を求めました。

南スーダン、難民２０万人超　７月の大規模戦闘後
朝日新聞デジタルジュバ＝渡辺丘2016年11月24日17時12分
　国連難民高等弁務官事務所（ＵＮＨＣＲ）南スーダン事務所のアフメド・ワルサメ所長が２３日、朝日新聞のインタビューに応じた。２０１３年１２月に始まった大統領派と副大統領派の戦闘後に１１０万人超が国外に逃れ、そのうち今年７月の大規模戦闘後が２０万人超に上ることを明らかにし、「世界最大の人道危機の一つ」との認識を示した。
　南スーダンの人口は約１２００万人。難民は近隣国のウガンダ、エチオピア、スーダンなどに逃れ、ほかに国内避難民も約１８０万人に達している。ワルサメ氏は「政治的に膠着（こうちゃく）状態で、人々が家に戻れる可能性は見えない。アフリカ連合が仲介に努めており、和平の進展を望む」と述べた。

ジュバ市内で朝日新聞の取材に答えるアフメド・ワルサメＵＮＨＣＲ南スーダン事務所長＝渡辺丘撮影
　またワルサメ氏は「多くの学校が略奪に遭い、机やいすが破壊され、閉鎖を余儀なくされた」とも語った。国連児童基金（ユニセフ）によると、小中学生の初等教育純就学率は１３年の４２％（女子３５％）から昨年は３５％（同３０％）に下がった。
　国内では散発的な戦闘が続いており、「人道支援のアクセスが大きな課題」とし、危機の拡大に伴って国連機関の財政が困難になっているとも指摘した。
　ワルサメ氏はまた、日本政府のこれまでの支援に謝意を表すとともに、人道支援の継続に期待を示した。（ジュバ＝渡辺丘）
南スーダン南部で治安情勢悪化 国連などが懸念
NHK11月24日 9時08分
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政府軍と反政府勢力の間で武力衝突が続いているアフリカの南スーダンでは、南部の国境付近の地域で治安情勢が著しく悪化しているとして、国連や人権団体が重大な懸念を示しています。
南スーダンでは、ことし７月に政府軍と反政府勢力の戦闘が再燃し、多くの死傷者が出ました。首都ジュバは８月以降、戦闘が収まっているものの、ほかの地域では武力衝突が各地で続いています。
国際人権団体のヒューマン・ライツ・ウォッチが新たにまとめた報告書によりますと、中でも首都ジュバから南西に１５０キロほど離れた国境付近の地域で治安情勢が著しく悪化しているということです。現地では民族間の対立が激化し、住民の虐殺や女性に対する性的暴行などが相次いでいるということです。
国連のＰＫＯのＵＮＭＩＳＳ＝南スーダン派遣団の報道官も２３日、ＮＨＫの取材に対して、「現地では数々の残虐行為が行われている」として重大な懸念を示しました。
この地域では、ＰＫＯ部隊のパトロールが政府軍などによって妨害されることもあったということです。
南スーダンでは、日本の陸上自衛隊も首都ジュバを拠点にＰＫＯ活動に参加し、「駆け付け警護」など、新たな任務を付与された部隊の先発隊がすでに到着しています。
日韓が軍事情報協定締結＝機密共有を迅速化－北朝鮮の脅威対抗


２３日、ソウルの韓国国防省で、軍事情報包括保護協定（ＧＳＯＭＩＡ）に署名する韓民求国防相（右）と日本の長嶺安政駐韓大使（韓国国防省提供）
　【ソウル時事】日韓両政府は２３日、防衛機密の共有を可能にする軍事情報包括保護協定（ＧＳＯＭＩＡ）を締結、即日発効した。北朝鮮が核兵器や弾道ミサイルの開発を進める中、安全保障に関する機密情報の迅速な共有や保護の態勢を整え、日韓が北東アジアの安定を支える新たな一歩を踏み出す。両国間の防衛協力協定は初めて。
　韓国では朴槿恵大統領の親友による国政介入事件で協定に反対する野党が政権への攻勢を強めている。世論の風当たりが強いＧＳＯＭＩＡ署名を押し切った朴氏への反発はさらに高まりそうだ。
　岸田文雄外相は２３日、署名について「（協定は）大変重要な意義を有している」と強調した。韓国国防省は「日本の情報を直接共有でき、北朝鮮の核・ミサイル情報の正確さや信頼が高まる」と説明した上で「（国民の）理解を得る努力を続けていく」とコメントを発表した。
　日米韓は２０１４年１２月、北朝鮮の核・ミサイル関連の情報を共有する覚書を締結。日韓は米国を通じて情報共有してきた。だが、協定締結で直接のやりとりが可能となり、情報共有の迅速化や質の向上につながる。
　協定では、日韓両政府が持つ防衛関連の映像や文書、技術などを「秘密軍事情報」と定義。両政府が交換した秘密軍事情報について、第三国の政府や個人への提供、目的外使用などを禁止したほか、両国の国内法に従い、相手国と同程度の秘密保護を義務付けた。
　ソウルの国防省では２３日午前、非公開で署名式が開かれ、韓国から韓民求国防相、日本から長嶺安政駐韓大使が出席した。
　日本はこれまでに、米国やインド、オーストラリア、北大西洋条約機構（ＮＡＴＯ）など７カ国・機関と情報保護協定を締結。韓国は、日本が３３カ国目の協定締結国となった。
　日韓のＧＳＯＭＩＡは１２年６月にも締結寸前までこぎ着けたが、「密室処理」と批判を受けた韓国政府が署名１時間前に延期を要請。土壇場で締結が先送りされた。だが、北朝鮮の脅威が高まる中、韓国政府は今年１０月２７日に協議再開を発表し、１カ月足らずで署名に至った。（時事通信2016/11/24-00:08）
米 日韓機密情報協定を歓迎 北朝鮮対応で協力強化へ
NHK11月24日 9時08分
アメリカのホワイトハウスは、日本と韓国の両政府が安全保障上の機密情報を共有するための協定を締結したことを歓迎し、北朝鮮による核実験や弾道ミサイル発射の脅威に対応するため、日米韓３か国の協力を強化していく方針を示しました。
日本と韓国の両政府は２３日、ソウルで安全保障上の機密情報を共有するための協定＝ＧＳＯＭＩＡを正式に締結しました。
これを受けてアメリカのホワイトハウス国家安全保障会議のプライス報道官は、２３日に声明を発表し、締結を歓迎するとともに、北朝鮮による核実験や弾道ミサイル発射の脅威に対応するため、日米韓３か国の協力を強化していく方針を示しました。
また、「アメリカは、アジア太平洋地域の同盟国と緊密に連携して、朝鮮半島の非核化に向けた努力を追求し続ける」として、国連安全保障理事会で北朝鮮に対する追加制裁を盛り込んだ、新たな決議の採択を目指す考えを強調しました。
日本と韓国は、協定の締結によって、北朝鮮による核実験や弾道ミサイルの発射に関する情報を直接やり取りできるため、情報共有のスピードが上がり、北朝鮮に対し、より迅速で的確な対応が取れるようになると見られています。
日豪２＋２を来月開催で調整 豪軍との協定見直しへ
NHK11月24日 5時34分
政府は、オーストラリアとの外務・防衛の閣僚協議、いわゆる「２＋２」を来月に東京で開く方向で調整に入り、安全保障関連法に合わせて、自衛隊とオーストラリア軍の協定の見直しなどで合意したい考えです。
政府はことし９月、自衛隊とアメリカ軍が燃料などの物品や輸送などの役務を相互に提供し合うための協定について、自衛隊の活動範囲を拡大した安全保障関連法に合わせて見直すことでアメリカ政府と合意しました。
これを受けて政府は、自衛隊とオーストラリア軍の協定についても安全保障関連法に合わせて見直したいとして、オーストラリアとの外務・防衛の閣僚協議、いわゆる「２＋２」を来月に東京で開く方向で調整に入りました。
日豪の外務・防衛の閣僚協議は去年１１月以来で、政府は、アメリカのトランプ次期大統領の就任も見据えてアジア太平洋地域の外交・安全保障政策をめぐっても意見を交わし、引き続き、日米豪３か国の連携の重要性などを確認したいとしています。
ミサイル防衛　ＴＨＡＡＤ導入も…検討委設置へ　防衛省
毎日新聞社 2016年11月24日 21時23分 (2016年11月24日 22時57分 更新) 
　防衛省が近く、新たな弾道ミサイル防衛（ＢＭＤ）システムの導入に向けた検討委員会を設置することが分かった。地上配備型の「終末高高度防衛（ＴＨＡＡＤ）ミサイル」が有力で、次期中期防衛力整備計画（２０１９〜２３年度）期間中の導入を視野に入れている。
　同省は現中期防（１４〜１８年度）に基づき、将来のＢＭＤ体制の調査研究を続けている。北朝鮮が弾道ミサイル発射を繰り返していることを受け、若宮健嗣副防衛相をトップとする検討委を設置して議論を本格化させる。来年夏までに提言をとりまとめ、次期中期防の作成作業に反映させる。省内には海上配備型迎撃ミサイルを搭載した海上自衛隊のイージス艦の増勢や、地上配備型のイージスシステム「イージス・アショア」の導入を推す声もある。いずれも費用は数千億円に上るとみられ、購入期間も長期にわたることから、現行の防衛計画の大綱（防衛大綱）の改定も今後の課題になるとみられる。
　現行の日本のＢＭＤは、高度約６００キロで迎撃するイージス艦と、同約１５キロの地上配備型迎撃ミサイル「パトリオット」（ＰＡＣ３）の２段構え。同約１５０キロのＴＨＡＡＤが導入されれば、イージス艦とＰＡＣ３の「隙間（すきま）」を補完し３段構えとなる。【村尾哲】
しんぶん赤旗2016年11月25日(金)

オスプレイ訓練　長距離急襲だった　普天間からキャンプ富士　空中給油うけ兵員運ぶ

　米海兵隊の垂直離着陸機ＭＶ２２オスプレイが今月４日、陸上自衛隊東富士演習場（静岡県）で実施した離着陸訓練は、普天間基地（沖縄県）から兵員を輸送する長距離急襲訓練だったことが２４日までに、海兵隊のニュースなどでわかりました。
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（写真）東富士演習場などで頻繁に訓練を繰り返す米海兵隊ＭＶ22オスプレイ


　「ブルー・クロマイト２０１７」と呼ばれる演習の一環で、普天間基地からオスプレイ７機が、ＫＣ１３０Ｊ空中給油機の給油をうけながら１０００マイル（約１６００キロ）を飛行。沖縄に展開中の第３海兵連隊第３大隊Ｉ中隊（ハワイ州）の兵員を輸送しました。

実戦的が急増

　第３海兵遠征軍（沖縄県）のホームページの動画では、訓練は地上部隊がオスプレイで敵戦線後方に降り立つ長距離急襲訓練だと説明。普天間基地からキャンプ富士（東富士演習場をふくむ）まで飛行し、急襲作戦を実行してオスプレイに戻り、普天間基地へ帰還したとしています。

　「オスプレイに反対する東富士住民の会」の監視活動でも、４日午後４時すぎに飛来したオスプレイが演習場に着陸後、海兵隊キャンプ富士へ飛行し待機し、午後５時すぎに再びキャンプ富士から演習場へ飛行し、午後５時半までに全機が演習場を飛び立ちました。

　東富士演習場では、今年７月１９日夜間にオスプレイ６機が飛来した際も、地上部隊が長距離急襲訓練を実施。１２年３月には、太平洋上の強襲揚陸艦からＣＨ５３Ｅヘリで急襲訓練を実施するなど、海兵隊の実戦的な訓練が急増しています。

馬が突然走る

　今回の訓練では、周辺の乗馬クラブで数頭の馬が突然走り始めたり、乗馬の練習中に馬が跳ねながら走り出したりするなど、事故になりかねない危険な状況があったことが、「住民の会」の渡邊希一事務局長と日本共産党の高木理文・御殿場市議の調査で明らかになっています。

ＴＰＰで安倍首相苦境に＝野党、トランプ会談を疑問視
　環太平洋連携協定（ＴＰＰ）をめぐり、安倍晋三首相が苦しい立場に追い込まれてきた。首相は先のトランプ次期米大統領との会談でＴＰＰの意義を強調したとみられるが、その直後にトランプ氏はＴＰＰ離脱を明言。首相が帰国後初めて臨んだ２４日の参院特別委員会の審議で、野党側は会談の成果を疑問視し、対決姿勢を強めた。
　「首相は恥をかいた。（ＴＰＰ離脱の）メッセージが出ることをご存じだったのか」。民進党の蓮舫代表は特別委で質問に立ち、首相がトランプ氏との直接会談で離脱表明の意向を把握していたのかどうかを追及した。
　だが、首相は、大統領就任前のトランプ氏との会談はあくまで非公式なものだと主張。その上で「トランプ氏が何をしゃべったかを申し上げれば、信頼を裏切ることになる」と、詳しいやりとりの説明を拒んだ。
　首相は、世界の首脳で最初にトランプ氏との会談を実現し、注目を集めた。しかし、首相がアルゼンチンでの記者会見で「米国抜きのＴＰＰでは意味がない」と訴えた直後、トランプ氏は大統領就任初日にＴＰＰ離脱を実行する方針を表明。首相は完全にメンツをつぶされた形となった。
　蓮舫氏は、首相がトランプ氏との会談直後に「信頼できる指導者だ」と発言したことを捉え、「何をもって信頼関係を持てると確信したのか」とただした。これに対し、首相は「選挙戦と同じように、批判に明け暮れ、辱める行動を取らない点で信頼に足ると申し上げた」と答える一方、ＴＰＰをめぐるやりとりは伏せ続けた。
　米次期政権の離脱意向でＴＰＰ発効が絶望的な状況を踏まえ、野党側は政府に方針転換を促したが、首相は「トランプ氏の発言に右顧左べんすべきではない」と、なお批准を目指す姿勢を強調。議論は平行線をたどった。
　「ゼロ回答」を繰り返した首相に対し、野党からはやじが相次ぎ、審議はたびたび中断。蓮舫氏は質疑後の記者会見で「かみ合わない質疑は残念だ。国民には知らせず、自分だけ知っていればいいという姿勢は独裁的で怖い」と批判した。　（時事通信2016/11/24-20:08）
ＴＰＰ批准方針は不変＝米への働き掛け継続－安倍首相


参院ＴＰＰ特別委員会で民進党の蓮舫代表の質問に答弁する安倍晋三首相＝２４日午後、国会内
　安倍晋三首相は２４日の参院環太平洋連携協定（ＴＰＰ）特別委員会で、トランプ次期米大統領の離脱方針により発効が絶望視されるＴＰＰに関し、「今国会でしっかりと批准し、ＴＰＰの意義を米国に粘り強く訴え続けていくとの意思を示す」と述べ、米側に翻意を促す意味でも今国会での承認は不可欠だと訴えた。民進党の蓮舫代表への答弁。
　首相はトランプ氏の離脱表明について「残念だ」とし、ＴＰＰ発効の見通しは「大変厳しい状況にある」と認めた。その上で「自由で公正な貿易圏をつくっていく意義を発信する意味でも、日本は世界に先駆けて批准すべきだという考えにいささかも変化はない」と強調した。自民党の山田修路氏らへの答弁。


参院ＴＰＰ特別委員会で質問する民進党の蓮舫代表＝２４日午後、国会内
　蓮舫氏は「日本が批准したらトランプ氏は翻意するか」と質問。首相は「そういう確信はない」とした上で、「日本の国会でＴＰＰの意義を示さない限り、次期米政権が『もう少し考えてみよう』ということは起こり得ない。日本が意思を示すことで初めてその可能性が出てくる」と指摘した。　
　首相は１７日に米ニューヨークで行ったトランプ氏との会談で「ＴＰＰについて私の考え方を伝えた」と説明したが、同氏は大統領就任前で公式会談ではなかったとして発言の紹介は控えた。
　ＴＰＰ交渉参加国から米国抜きで発効する案が出ていることに関し、首相は「バランスが崩れる。トランプ氏の発言で右顧左べんすべきではない」と述べ、改めて否定的な見解を示した。
　民進党の藤末建三氏はトランプ氏が２国間の貿易交渉を重視していることから、日米自由貿易協定（ＦＴＡ）推進など通商戦略の転換を要求。首相は「日米ＦＴＡより、まずはＴＰＰについて腰を据えて協議していきたい」と語った。（時事通信2016/11/24-17:55）
首相、ＴＰＰ批准方針変わらず…蓮舫氏は批判

読売新聞2016年11月24日 17時58分



参院ＴＰＰ特別委員会で民進党の蓮舫代表（右）の質問に答える安倍首相（２４日午後、国会で）＝青山謙太郎撮影

　安倍首相は２４日の参院環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）特別委員会の集中審議で、ＴＰＰについて、「自由で公正な貿易圏を作る意義を発信する意味で、日本が世界に先駆けて批准すべきだという考えにいささかの変化もない」と強調した。

　ＴＰＰ承認案・関連法案の今国会成立を目指す方針を改めて強調したものだ。

　首相は答弁で、トランプ次期米大統領の離脱表明によりＴＰＰ発効は「大変厳しい状況にある」と認めた。一方で、「トランプ氏の発言があったからとEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps24 \o\ad(\s\up 11(うこさべん),右顧左眄)する（決断をためらう）べきではない。ＴＰＰの意義を米国に粘り強く訴え続けていく」と語り、翻意を促す考えを示した。

　質疑では、民進党の蓮舫代表がＴＰＰ発効が困難視される中、「なぜ貴重な時間と税金を使って審議を進めるのか」と批判し、「日本が批准したら、トランプ氏が翻意する確信を持っているのか」とただした。首相は「確信はない」とした上で「保護主義の台頭に歯止めをかける役割を担うべきだ」と主張した。

ＴＰＰ批准方針は不変＝安倍首相、参院特別委で強調
　参院環太平洋連携協定（ＴＰＰ）特別委員会は２４日午後、安倍晋三首相と関係閣僚が出席して集中審議を行った。米国のトランプ次期大統領がＴＰＰ離脱を改めて表明したことに関し、首相は「大変厳しい状況にある」との認識を示した。その上で「自由で公正な貿易圏をつくっていく意義を発信する意味でも、日本は世界に先駆けて批准すべきだという考えにいささかも変化はない」と強調した。自民党の山田修路氏への答弁。
　首相は１７日にニューヨークで行ったトランプ氏との会談について、「通商政策等も含めて全般的に話した」とする一方、具体的なやりとりについては言及を避けた。
　民進党からは蓮舫代表が質問に立ち、ＴＰＰ発効は絶望的になったとみて、あくまで承認を急ぐ政権の姿勢をただした。（時事通信2016/11/24-13:34）
首相、トランプ氏翻意に確信ない　TPP参加見通せず

共同通信2016/11/24 19:06
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参院TPP特別委で答弁する安倍首相＝24日午後

　安倍晋三首相は24日の参院環太平洋連携協定（TPP）特別委員会で、TPPからの脱退方針を表明しているトランプ米次期大統領を翻意させられるかどうかについて「そういう確信はない」と述べ、米国のTPP参加の見通しが立たないことを認めた。ただ日本として早期承認を目指す方針は変わらないとして、引き続き米国への説得を続ける考えを示した。

　この日の審議で、民進党の蓮舫代表は「どれほど首相がTPPの意義を強調しても、トランプ氏は脱退を明言している」と指摘した。そうした状況で日本が承認に向けた国会審議を続ける意味があるのかとただした。

首相、米翻意「確信ない」　ＴＰＰ「粘り強く協議」

東京新聞2016年11月25日 朝刊

 　参院の環太平洋連携協定（ＴＰＰ）特別委員会は二十四日、安倍晋三首相と関係閣僚が出席し集中審議を行った。首相は、ＴＰＰ脱退を正式表明したトランプ次期米大統領が新政権発足後に方針転換するかどうかについて「確信はない」と述べた。

　首相は「状況はさらに厳しくなっている」と指摘。日本が率先してＴＰＰ承認案と関連法案を成立させることで、米国のつなぎ留めを図る考えを強調した。

　首相は「自由主義圏の第二位の経済大国として意志を示す必要がある」と主張。「粘り強く協議していきたい」と述べた。

　ＴＰＰ発効を見越し、農業の体質強化などの国内対策予算をこれまで約一兆一千九百億円計上してきたことに関しては「農業の体質強化や中小企業の海外進出支援は、発効されようがされまいが必要」と説明。来年度も関連予算を盛り込む意向を示した。

首相 ＴＰＰさらに厳しい状況も トランプ氏に翻意促す
NHK11月24日 19時08分
安倍総理大臣は、参議院の特別委員会で、アメリカのトランプ次期大統領が就任初日に、ＴＰＰ協定からの離脱を表明する考えを示したことで、協定の発効は、さらに厳しい状況になったとしながらも、トランプ氏に翻意を促すためにも日本が、国内手続きを進めることが欠かせないという認識を示しました。
ＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定の国会承認を求める議案などを審議している参議院の特別委員会は、集中審議が行われ、アメリカのトランプ次期大統領が就任初日に、ＴＰＰ協定からの離脱を表明する考えを示したことなどをめぐって質問が相次ぎました。
この中で、民進党の蓮舫代表は「トランプ氏が離脱を表明すると明言した中、日本が国内手続きを終えたら、トランプ氏が翻意するという確信はあるのか」とただしました。
これに対し安倍総理大臣は「そういう確信はない。しかし、日本が『いち抜けた』でいいのか。自由貿易を進めて、自由世界において第２位の経済力を持つ日本が、保護主義の台頭に対して、しっかりと歯止めをかける役割を担うべきではないか」と述べました。
そして安倍総理大臣は「たしかにトランプ氏が、あのような発言をされたことによって、状況はさらに厳しくはなっている」と述べました。その一方で「ＴＰＰはアメリカ抜きでは意味がない。今、直ちにトランプ氏の発言があったからということで、右顧左べんすべきではない。ＴＰＰの意義について、アメリカに粘り強く、これからも訴え続けていきたい。今ここで『審議をやめた』となれば、その瞬間に完全にＴＰＰは終わる。この国会でしっかりと批准していただきたい」と述べました。
さらに安倍総理大臣は「アメリカ抜きでの可能性や、ＴＰＰ以外の経済連携協定の議論を進めるべきだ」と問われたのに対し、「ＴＰＰは、今後のＲＣＥＰ＝東アジア地域包括的経済連携や、ＦＴＡＡＰ＝アジア太平洋自由貿易圏構想につながっていく。この重要性をしっかりと発信していくことが、私たちの責任ではないか」と述べました。
またトランプ氏が２国間の貿易協定の交渉を進める意向を示していることについて、「まずは日米のＦＴＡ＝自由貿易協定というよりも、まずはＴＰＰについて、しっかりとさらに粘り強く腰を据えて協議していきたい」と述べました。
このほか、トランプ氏との会談について安倍総理大臣は「現職のオバマ大統領に対する敬意をしっかりと持ち、アメリカに２人の大統領が存在するということを世界に示してはならないという、しっかりとした考え方を示していただいた姿勢を私は高く評価し、信頼に足ると考えた。さまざまな課題について議論し、当然、自由貿易についても話をした」と述べました。
そのうえで「日本とアメリカは、自由や民主主義、そして、基本的人権、法の支配、普遍的な価値を持つ同盟であり、アメリカのリーダーは自由世界のリーダーでもある。その責任もしっかりと果たしていただきたい」と述べました。
また安倍総理大臣は、アメリカ大統領選挙の期間中に、トランプ氏の経済アドバイザーで、日米交流団体の一つ、ジャパン・ソサエティーの会長を務めるウィルバー・ロス氏と会談したことを明らかにしました。
しんぶん赤旗2016年11月25日(金)

ＴＰＰ断念こそ国益　固執するほど不平等に　参院特　田村氏、薬価問題示し追及

　日本共産党の田村智子議員は２４日の参院環太平洋連携協定（ＴＰＰ）特別委員会で、安倍政権がトランプ米次期大統領をＴＰＰにつなぎとめようとしていることを「さらに米国の要求をのまされることになる。国益や主権を自ら差し出すものだ」と批判し、ＴＰＰを断念するよう迫りました。
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（写真）質問する田村智子議員＝24日、参院ＴＰＰ特委


　トランプ氏は、ＴＰＰ離脱を表明する一方、自由貿易協定（ＦＴＡ）などで日本にさらなる市場開放を求めると公言しています。

　田村氏は、米国はＴＰＰから離脱しＦＴＡを求めてくるか、離脱しないとしても米国に有利になる再交渉を求めてくるかだと指摘。安倍首相が「国益を差し出すことはしない」と述べたため、田村氏は「離脱を表明した国をつなぎとめようとしている。再交渉を求められるのは明らかだ」と反論しました。

　田村氏は、日本の薬価に米国政府と米国製薬業界が異議申し立てできる制度を２０００年に実現するなど米国の意見を反映した“屈従の歴史”を告発。ＴＰＰに固執することは「日本から不平等条約への道を突き進むものだ」と強調しました。

　田村氏は、高額な医薬品が見込みを大きく超えて使われたときに価格を引き下げる日本の「市場拡大再算定制度」について、米国製薬業界が撤廃し市場価格に任せるよう求めていることを指摘。米国の「年次改革要望書」も市場拡大再算定はじめ日本の医薬品制度を繰り返し批判してきたことを示しました。塩崎恭久厚生労働相は「（田村氏が示した１６項目のうち）受け入れたのは９項目だけだ」と強弁しました。

　田村氏は、２０１２年の「日米経済調和対話協議記録」が「市場拡大再算定制度が与える不合理な影響を取り除くための方法について引き続き検討していく」と明記していたことを紹介。ＴＰＰの日米交換文書でも日本の医療保険制度を協議事項としていることを示し「ＴＰＰが仮に発効すれば市場拡大再算定が条約に基づいた協議事項になる」とただすと、厚労省も対象になることを認めました。

自民各派 トランプ氏ＴＰＰ離脱表明も国会承認を
NHK11月24日 15時11分
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自民党の各派閥の会合で、閣僚からはアメリカのトランプ次期大統領が就任初日にＴＰＰ協定からの離脱を表明する考えを示したものの、自由貿易を推進する立場を示すため国会での承認に向けて取り組む考えが示されました。
この中で、石原経済再生担当大臣は「ＴＰＰをめぐる環境は厳しくなってきているが、日本として自由貿易をしっかり堅持するというメッセージは発していかなければならず、引き続き国会で丁寧に説明していきたい」と述べました。
麻生副総理兼財務大臣は「アメリカがＴＰＰに対して非常に腰が引けるようなことになっているが、アメリカの力がそれだけ落ちてきたということだ。しかし、自由貿易は間違いなく日本のためになるので、ＴＰＰ協定の国会承認を求める議案などが成立するよう引き続き努力していかないといけない」と述べました。
岸田外務大臣は「アメリカの次期政権は来年１月２０日に発足するので、今から具体的な政策について予断を持って判断することは控えなければならない。ただ、アメリカに豊かな人脈を持つ議員も大勢いるので、いろいろなレベルで、次期政権の関係者との意思疎通を図りながら、具体的な政策について判断していかなければならない」と述べました。
米通商代表に反TPP派か　元鉄鋼大手トップが浮上

共同通信2016/11/24 16:00

　【ワシントン共同】トランプ次期米政権の通商代表部（USTR）代表候補に、米大手鉄鋼メーカーの最高経営責任者（CEO）を務めたダン・ディミッコ氏が浮上している。強硬な環太平洋連携協定（TPP）反対派として知られ、トランプ氏が指名すれば、TPP脱退に向けたさらに強い意思表明になりそうだ。

　ディミッコ氏は、USTRの業務を次期政権に引き継ぐチームのリーダー。ロイター通信は23日「通商代表の最有力候補」と報じた。米政治専門サイトのポリティコも「次期代表候補」としており、起用されればTPP脱退と2国間協定の締結を柱とする次期政権の通商政策を取り仕切ることになる。

与党、２５日に採決の構え＝野党は徹底抗戦－年金法案
　年金給付額の新たな改定ルールを柱とした年金制度改革法案について、与党は２４日、衆院厚生労働委員会の理事懇談会で、２５日の採決を提案した。民進党は審議が十分に尽くされていないなどとして拒否したが、与党は採決に踏み切る構え。３０日の今国会会期末を控え、与野党の攻防が激しくなってきた。
　与野党は理事懇で、２５日午前に参考人質疑、同日午後に安倍晋三首相が出席して質疑を行う審議日程では合意した。しかし、首相質疑に続いて一般質疑と採決を行うとの与党提案を野党が拒否したため、丹羽秀樹委員長（自民）は一般質疑のみ職権で決めた。自民党内からは「審議は十分尽くした」との声が出ており、与党は質疑後の採決も視野に入れている。
　政府・与党は年金法案を今国会で成立させる考えで、会期を延長する方針。２５日にも首相と公明党の山口那津男代表による与党党首会談を開き、延長幅について協議する。
　これに対し、民進、共産、自由、社民の野党４党は２４日、国対委員長会談を開き、年金法案の２５日採決には応じないことを確認。与党が採決を強行すれば、徹底抗戦する方針だ。また、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）承認案・関連法案の今国会承認や、会期延長について反対することでも一致した。
　野党４党は、衆院予算委員会で集中審議を開催し、首相とトランプ次期米大統領の会談などについて、首相から説明を求めることも確認した。（時事通信2016/11/24-19:00）
年金制度改革関連法案 　２５日、採決の構え…衆院委
毎日新聞2016年11月24日 22時31分(最終更新 11月24日 22時31分)
　与党は２４日、衆院厚生労働委員会の理事懇談会で、賃金の下落に合わせて年金支給額を引き下げる新たなルールを盛り込んだ年金制度改革関連法案について、２５日の採決を提案した。野党側の民進、共産両党は反対したが、与党は２５日に安倍晋三首相が出席して質疑を行い、採決に踏み切る構えだ。来週中に衆院を通過する見通し。 
　与党側は当初、１８日にも委員会で採決する方針だったが、与党内からも「審議時間が少ない」との指摘もあり、断念した。首相出席の質疑を行うことで十分な審議時間を確保できるとして、改めて採決を提案した。 
　野党筆頭理事の柚木道義衆院議員（民進党）は理事懇後、記者団に「審議時間がまだ少ない。拙速な採決には反対だ」と述べた。【阿部亮介】 
年金改革関連法案 衆院厚労委 ２５日に首相出席の質疑
NHK11月24日 18時51分
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年金制度改革関連法案を審議している衆議院厚生労働委員会は理事懇談会を開き、２５日に安倍総理大臣に出席を求めて質疑を行うことなどで与野党が合意しました。ただ、与党側が質疑のあと２５日中に採決を行いたいと提案したのに対し、民進党などは反対して折り合わず、引き続き協議することになりました。
年金支給額の新たな改定ルールを盛り込んだ年金制度改革関連法案を審議している衆議院の厚生労働委員会は２４日、理事懇談会を開いて今後の審議日程を協議しました。
この中で、与野党は、２５日午前に参考人質疑を行うとともに、午後に安倍総理大臣に出席を求めて質疑を行うことで合意しました。
ただ、与党側が質疑のあと２５日中に委員会で採決を行いたいと提案したのに対し、民進党などは「審議時間がまだ十分ではなく議論が深まっていない」などと反対して折り合わず、引き続き協議することになりました。
しんぶん赤旗2016年11月25日(金)

年金カット法案　与党きょう採決狙う　衆院厚労委理事懇　野党が反対

　年金カット法案について与党は２４日の衆院厚生労働委員会の理事懇談会で、２５日の採決を提案しました。日本共産党、民進党は審議が十分に尽くされていないとして反対しました。そのため、委員長が職権で大臣質疑までの日程を決定。与党は同日採決の構えを崩していません。

　懇談会で、与野党は２５日午前の参考人質疑、同日午後の安倍晋三首相が出席しての質疑については合意しました。与党はその後の日程として、１時間半の大臣に対する質疑をした上での採決を提案し、野党は徹底審議を求めたため、丹羽秀樹委員長が職権で大臣質疑を決定しました。委員長職権での委員会運営は６度目です。

　高橋氏は、参考人招致決議を当日に行うことは「異例中の異例」と厳しく批判。丹羽委員長は「前例としない」と約束しました。

　年金カット法案をめぐっては、与党と維新の合意だけで審議入りが強行されたのをはじめ、委員長職権が相次ぐなど、異常な運営が続いています。日本共産党は、物価が上がっても賃金が下がったら年金支給額が下がる同法案は、マクロ経済スライドの「キャリーオーバー制度」と合わせて後代にもつけを回すと批判しています。

野党４党 年金制度改革法案 ２５日の委員会採決認めず
NHK11月24日 16時51分
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民進党や共産党など野党４党の国会対策委員長が会談し、年金制度改革関連法案の２５日の委員会採決は認められないという認識で一致するとともに、今月３０日までの会期の延長にも結束して反対していくことを確認しました。
会談には、民進党、共産党、自由党、社民党の国会対策委員長が出席し、与党が２５日の衆議院厚生労働委員会で、年金支給額の新たな改定ルールを盛り込んだ年金制度改革関連法案の採決を行いたいとしていることへの対応などを協議しました。
そして年金制度は、国民生活にかかわる重要な問題であり、十分に時間をかけて審議する必要があるとして、２５日の採決は認められないという認識で一致しました。
また政府・与党が、年金制度改革関連法案などを今の国会で成立させるため、今月３０日までの会期の延長を検討していることについても結束して反対していくことを確認しました。
一方会談では、萩生田官房副長官が野党側の国会対応を「『田舎のプロレス』と言ったら怒られるが、ある意味、茶番だ」などと発言したことについて「国会と国民を愚弄する許し難い発言だ」として謝罪と撤回を求めていくことも申し合わせました。
沖縄振興費、満額確保を＝翁長知事


鶴保庸介沖縄北方相（右）に要請書を手渡す沖縄県の翁長雄志知事＝２４日、東京・永田町の内閣府（代表撮影）
　沖縄県の翁長雄志知事は２４日、杉田和博官房副長官を首相官邸に訪ね、２０１７年度予算の沖縄振興費について、概算要求額３２１０億円の満額確保を要請した。翁長氏によると、杉田氏は「しっかり受け止めた」と答えた。（時事通信2016/11/24-20:16）
沖縄予算の満額確保要請　首相官邸で翁長知事

共同通信2016/11/24 11:33

　沖縄県の翁長雄志知事は24日午前、首相官邸で杉田和博官房副長官と会い、概算要求で3210億円とされた2017年度沖縄振興予算の満額確保を要望した。翁長氏が「満額達成は大変重要だ」と強調すると、杉田氏は「要請はしっかりと受け止めた」と応じた。翁長氏が、要請後に記者団の取材に応じた。

　翁長氏は、税制改正で、航空機燃料税や酒税など沖縄の租税軽減措置の延長も求めた。

　振興予算の概算要求には、那覇空港第2滑走路の増設事業や、離島にある市町村が展開する先導的な取り組みを支援する事業、米軍関係者による事件事故などを踏まえた防犯パトロールが盛り込まれている。

米軍ヘリパッド､辺野古新基地の警備「適切」　閣議決定

沖縄タイムス2016年11月24日 07:59

　【東京】政府はこのほど、東村高江周辺の米軍北部訓練場ヘリパッド建設や名護市辺野古への新基地建設は沖縄の負担軽減を図る目的とし、自衛隊と海上保安庁と県警の活動はいずれも適切とする答弁書を閣議決定した。答弁書では、自衛隊は「安全かつ円滑に工事を実施するためヘリによる資機材の運搬の実施をした」、海上保安庁は「海上の安全と治安を確保するための業務を適切に行っている」、県警は「抗議活動の状況などを踏まえ、現場における混乱と交通の危険の防止などのため必要な警備活動を適切に行っている」とした。



機動隊の車両（東村高江）

　仲里利信衆院議員は質問主意書で、安倍晋三首相が所信表明演説で自衛隊員らをたたえたことに触れ「政府の強権的で過剰な警備や、なりふり構わない進め方を率先して担ってきた海保や警察、自衛隊に対する信頼や称賛の気持ちはもはや地に落ちて回復の兆しすら感じられない」と批判した。

北部訓練場抗議者の違法断定資料　沖縄防衛局が「適切」と回答

琉球新報2016年11月23日 06:30 
　米軍北部訓練場のヘリパッド移設工事を巡り、沖縄防衛局が外部に配布する資料に抗議運動に参加する個人の氏名や顔写真を掲載し、「違法で悪質な行為」などと説明していた問題で、同局は２２日、琉球新報に資料は「適切な内容だ」と回答した。工事への反対運動中にフェンスをペンチで切ったとして、器物損壊容疑で逮捕された沖縄平和運動センターの山城博治議長の顔写真が付き、敬称抜きで資料に掲載したことが、プライバシーの侵害に当たらないかという質問には「報道で明らかになっている」ことを理由に「適切」と答えた。
　琉球新報は国の資料が「違法で悪質な行為」の例として山城氏を実名で掲載した点が、被告が有罪判決を受けるまでは無罪の前提で扱われる「推定無罪の原則」に反しないのかとも質問したが、防衛局から回答はなかった。
　防衛局は「工事に反対する方々が職員に暴行を加えたり、他人の物を奪ったりする不法な行為は許されない」などとも答え、資料は適切だとした。
　同日、参院外交防衛委員会で糸数慶子議員がこの問題を取り上げたのに対し、防衛省の深山延暁地方協力局長は「資料に書いていることは、沖縄防衛局の職員がその場で確認した内容だ」とした。糸数氏が、資料は不適切だとして、資料の回収やインターネットで公表された資料の削除をしないのかとの質問に対し、深山氏は「資料を回収する、インターネット上で公表した方に対し、削除を要請することは考えていない」と答弁した。
工事差し止め１２月６日にも判断　那覇地裁、沖縄・東村高江の米軍ヘリパッド建設で

琉球新報2016年11月24日 16:35 
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米軍ヘリパッド建設に抗議する人たちを強制排除する機動隊員ら＝１０月下旬、沖縄県東村高江
　東村と国頭村に広がる米軍北部訓練場のヘリコプター着陸帯（ヘリパッド）建設を巡り、東村高江の住民３１人が国を相手に工事の差し止めを求める仮処分申し立ての第３回審尋が２４日午後、那覇地裁（森鍵一裁判長）であり、審理は終結した。
　住民側弁護団によると、森鍵裁判長は仮処分を認めるかどうかの決定を１２月６～９日に通知する方針を示した。
しんぶん赤旗2016年11月25日(金)

辺野古・高江の自然守れ　日本環境会議が環境省要請

　公害問題や環境問題に携わる研究者や学者などが集まる日本環境会議は２４日、環境省を訪れ、沖縄の「辺野古・大浦湾、高江やんばるの森の環境保全」を要請しました。

　要請は、１０月に行った第３３回沖縄大会の宣言に基づくもので２３日には、都内で報告集会を開きました。

　安倍政権は沖縄県民の意思を無視し、辺野古新基地建設や東村高江のオスプレイパッド工事を強行しています。

　同省の深見正仁大臣官房審議官らとの面談で、同会議の寺西俊一理事長と桜井国俊沖縄大会実行委員長は▽辺野古新基地建設、高江ヘリパッド建設を直ちに中止する▽日米地位協定を改定し、米軍基地に関する環境破壊・環境汚染に対して可能な限りの情報公開を行う―などを求めました。

　深見審議官は「やんばるの自然はすばらしいものだが、防衛省の管轄。法律にもとづき再度の環境アセスはできない｣と述べました｡

　面談後、寺西氏は「政府はオスプレイ配備を後出しで決めており、このままの状態を放置することはできない」と指摘。桜井氏は「現在の日本の環境アセス制度では沖縄の自然は守れない実態を示しており、これを機に制度を見直すべきだ」と話しました。

「茶番」を謝罪、撤回＝萩生田官房副長官－野党は他の発言も問題視


参院ＴＰＰ特別委員会で民進党の蓮舫代表の質問に答弁する萩生田光一官房副長官（右）。左端は安倍晋三首相＝２４日午後、国会内
　萩生田光一官房副長官は２４日午後、衆院議院運営委員会理事会に出席し、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）の衆院採決を念頭に野党の国会対応を「茶番」などと皮肉った自らの発言を撤回し、謝罪した。
　萩生田氏は２３日の会合で「強行採決というのは世の中にない。採決を強行的に邪魔する人たちがいるだけだ」と発言。さらに「田舎のプロレス、茶番、こういう政治の在り方は変えるべきだ」と述べた。
　野党側は２４日、萩生田氏が発言を撤回しなければ、年金制度改革法案の審議などに支障が生じるとけん制。民進、共産、自由、社民４党の国対委員長は発言撤回を要求する方針を確認した。
　萩生田氏は同日の参院ＴＰＰ特別委員会に呼ばれ、「野党の皆さんがそのレベルだというふうに、私が思っている事実はない」と釈明。この後の議運委理事会で「国会審議に支障を来すのは本意ではないので撤回し、謝罪したい」と述べた。
　ただ、野党側は、萩生田氏が２３日の会合で、トランプ次期米大統領やプーチン・ロシア大統領らを指して、「首相はおぼっちゃま育ちの割に不良と付き合うのが上手だ」と述べたことも問題視。民進党の小川敏夫参院議員会長は２４日の記者会見で、「とんでもない暴言で外交上非礼だ」と批判し、萩生田氏の罷免を求めた。（時事通信2016/11/24-20:15）
プロレス発言を撤回、謝罪　萩生田氏、野党批判受け

共同通信2016/11/24 18:33

　萩生田光一官房副長官は24日の衆院議院運営委員会理事会で、野党の国会対応を「田舎のプロレス」とした自らの発言を撤回し、謝罪した。国会内で記者団に明らかにした。民進、共産、自由、社民の野党4党が謝罪要求の方針で一致したのを受け、早期収拾を図った形だ。

　萩生田氏は議運委で「国会審議に支障を来すのが本意ではないので、撤回し謝罪したい。深くおわび申し上げたい」と述べた。

　これに先立ち、民進党の蓮舫代表は参院TPP特別委員会で「野党は邪魔する存在だと思っているのか」と追及。萩生田氏は「（野党を）そのレベルと思っている事実はない」と釈明したが発言撤回や謝罪は避けた。

「首相は不良と付き合い上手」＝萩生田官房副長官、トランプ氏ら指し
　萩生田光一官房副長官がトランプ次期米大統領やロシアのプーチン大統領らを指して「不良」と発言したとして、野党が２４日、問題視した。
　萩生田氏は２３日の東京都内でのシンポジウムで、安倍晋三首相がトランプ、プーチン両氏やフィリピンのドゥテルテ、トルコのエルドアン両大統領と良好な関係を構築しようとしていると説明。その際、「首相はおぼっちゃま育ちの割には不良と付き合うのが上手だ。荒っぽい政治家と堂々と話すことができる」と述べた。
　萩生田氏の「不良」発言は、野党の国会対応を「茶番」などと述べたのと同じ会合で出た。民進党の小川敏夫参院議員会長は２４日の記者会見で「とんでもない暴言で、外交上非礼だ」と批判し、萩生田氏の罷免を求めた。　（時事通信2016/11/24-16:33）
“プロレス”発言 官房副長官「野党がそのレベルと思ってない」
NHK11月24日 15時26分
萩生田官房副長官は、参議院の特別委員会で野党側の国会対応を「『田舎のプロレス』」などと述べたみずからの発言について、「野党の皆さんがそのレベルだと私が思っている事実はない」と説明しました。
萩生田官房副長官は２３日、東京都内で開かれた会合で、野党側の国会対応について、「強行採決は世の中にありえず、採決を強行的に邪魔する人たちがいるだけだ。『田舎のプロレス』と言ったら怒られるが、ある意味、茶番だ」などと発言しました。
萩生田副長官はみずからの発言について、参議院の特別委員会で、「質疑応答の中でのやり取りで、聴衆の方から、『審議拒否や採決の際にプラカードを持って騒いでいる国会議員が目につくが、そもそも国会議員が多すぎるのではないか』などという、厳しい趣旨の叱声に対して述べた発言の一部が報道されている」と述べました。
そのうえで、萩生田副長官は「野党の皆さんがそのレベルだというふうに私が思っているという事実はない」と説明しました。
民進 蓮舫代表「立法府をばかにした発言だ」
民進党の蓮舫代表は記者会見で、「立法府に対し『茶番だ』とか『田舎のプロレス』と表現するのは承服しがたいし、立法府をばかにした発言だ。『採決を強行的に邪魔する人たちがいる』という発言もしているが、立法府や野党を選んだ国民をまさに愚弄している考えで、到底納得できない」と述べました。
「プロレス」発言　萩生田氏が撤回「深くおわび」

東京新聞2016年11月25日 朝刊

 　萩生田（はぎうだ）光一官房副長官は二十四日の衆院議院運営委員会理事会で、野党の国会対応を「田舎のプロレス」とした自らの発言を撤回し、謝罪した。国会内で記者団に明らかにした。民進、共産、自由、社民の野党四党が謝罪要求の方針で一致したのを受け、早期収拾を図った。

　萩生田氏は議運委で「国会審議に支障を来すのが本意ではないので、撤回し謝罪したい。深くおわび申し上げたい」と述べた。

　これに先立ち、民進党の蓮舫代表は参院環太平洋連携協定（ＴＰＰ）特別委員会で「国会審議は茶番で、野党は邪魔する存在だと思っているのか」と追及。萩生田氏は「（野党を）そのレベルと思っている事実はない」と釈明した。

　萩生田氏の国会答弁を受け、蓮舫氏は記者会見で「私たちが手を抜いているかのように表現されるのは承服しがたい」と反発。小川敏夫参院議員会長も会見で「安倍晋三首相は萩生田氏を罷免すべきだ」と批判した。

　野党四党は国対委員長会談で「政府高官や閣僚のおごり高ぶった発言が相次いでいる。国会を侮辱する発言は許せない」（山井和則民進党国対委員長）などと確認した。

“田舎のプロレス”発言 官房副長官が謝罪し撤回
NHK11月24日 17時36分
萩生田官房副長官は、衆議院議院運営委員会の理事会に出席し、野党側の国会対応を「『田舎のプロレス』と言ったら怒られるが、ある意味、茶番だ」などと発言したことについて、「不適切な部分もあった」などとして謝罪し、撤回しました。
萩生田官房副長官は２３日、野党側の国会対応について「強行採決は世の中にありえず、採決を強行的に邪魔する人たちがいるだけだ。
『田舎のプロレス』と言ったら怒られるが、ある意味、茶番だ」などと発言しました。
これについて萩生田副長官は、衆議院議院運営委員会の理事会に出席し、「特定の政党を批判するものではなく、与野党ともに、そうあってはならないという趣旨のものだった」と釈明しました。
そのうえで萩生田副長官は「発言には不適切な部分もあり、結果として、そのように受け取られたとしたら不徳の致すところだ」と述べ、謝罪し、発言を撤回しました。
これを受けて佐藤議院運営委員長は「今後、発言には十分に注意してもらいたい」と述べました。
このあと萩生田副長官は記者団に対し、「発言の真意を説明し理解いただいたと思っている。結果として国会審議に影響を与えたとすれば、不徳の致すところだ」と述べました。
衆院選「油断するな」＝自民・二階幹事長
　自民党の二階俊博幹事長は２４日の二階派会合で、「国会は順調に推移している。すぐ今（衆院を）解散することはないというなぎの状態でも、一日も、一刻も油断はしないで（ほしい）。選挙に言い訳は通らない。勝つ以外にない」と述べ、次期衆院選の準備を急ぐよう引き締めを図った。　（時事通信2016/11/24-14:23）
「すぐ解散することはない」自民・二階幹事長
朝日新聞デジタル2016年11月24日13時16分
■二階俊博・自民党幹事長
　（今月３０日の国会）会期末を迎えてこれからどうするかだが、（会期延長を巡って）新聞等色々書いてくれるから大体お分かりと思うが、その通り行かない場合もある。今のところは国会は順調に推移している。つまり、すぐ今解散する、というふうなことはないことは、大体このなぎの状態で分かっていると思いますが、一日も一刻も油断をしないで。
　よく選挙になったら「立ち遅れした」なんてのがおる。ナンセンスだ。選挙には一切の言い訳は通らない、勝つ以外にない。日頃訓練して頂きたい。マスコミの人、そんな言ったからと言って選挙が近いわけでもなんでもありませんから、誤解しないで書いて。（二階派の会合で）
自民 二階氏「すぐ、今、衆議院の解散ない」
NHK11月24日 14時56分
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自民党の二階幹事長は派閥の会合であいさつし、「国会は順調に推移しており、すぐ今解散するというふうなことはない」と述べ、早期に衆議院の解散・総選挙が行われる可能性に否定的な見方を重ねて示しました。
この中で二階幹事長は「今のところは国会は順調に推移している。つまり、すぐ今解散するというふうなことがないことは、このなぎの状態でわかっていると思う」と述べ、早期に衆議院の解散・総選挙が行われる可能性に否定的な見方を重ねて示しました。
一方で二階氏は、「選挙になったら、よく『立ち遅れた』などと言う人がいるがナンセンスだ。選挙には一切の言い訳は通らない。勝つ以外にないので、一日も一刻も油断しないでしっかりやっていただきたい」と述べました。
核禁止条約実現を要望＝決議反対は「遺憾」－広島市長ら
　核兵器廃絶を目指す「平和首長会議」会長の松井一実広島市長らは２４日、岸田文雄外相と外務省で会い、核兵器禁止条約の実現を求める安倍晋三首相宛ての要望書を提出した。来年の条約交渉開始を定めた国連決議に日本政府が反対したことについて、要望書は「被爆者の切実な思いに背くもので、極めて遺憾だ」と厳しく批判している。
　要望書は、平和首長会議に加盟する国内１６４３都市が８日に開いた総会でまとめた。岸田氏は松井氏らに対し、「核兵器廃絶の目標は変わらず、核兵器を持つ国と持たない国の橋渡し役を追求する日本の立場は一貫している」と述べた。（時事通信2016/11/24-12:01）
広島市長 核兵器禁止の新条約制定 日本が指導力を
NHK11月24日 11時23分
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広島市の松井市長は、岸田外務大臣と面会し、来年３月にも始まる見通しの、核兵器を法的に禁止する新たな条約の制定に向けて、日本がリーダーシップを発揮するよう求めました。これに対し、岸田大臣は、核兵器の保有国と非保有国の橋渡し役として核廃絶の実現を追求したいという考えを示しました。
広島市の松井市長は、核兵器の廃絶などを目指す自治体で作る「平和首長会議」の会長を務めていて、外務省で岸田外務大臣と面会しました。
この中で、松井市長は、国連総会の委員会で先月採択された、核兵器を法的に禁止する新たな条約の制定を目指す決議に日本が反対したことについて、「被爆者の切実な思いに背くものであり、極めて遺憾だ」としたうえで、新たな条約の制定に向けて日本がリーダーシップを発揮するよう求める要請書を手渡しました。
これに対し、岸田大臣は、「核兵器の保有国と非保有国の両方が合意しないと核廃絶は実現できない。日本は、その橋渡し役として核兵器の廃絶を追求する立場は一貫している」と述べました。
そして、来年３月にも始まる見通しの条約制定に向けた議論には参加し、「核兵器のない世界」の実現を追求したいという考えを示しました。
終了後、広島市の松井市長は、記者団に対し、「理想に向けて対応できるのは被爆地の広島、長崎をもつ日本だけだ。難しい状況であればあるほど、利害調整をやり抜く決意を持ってほしい」と述べました。
米政権、核の「先制不使用」断念　トランプ氏勝利で

共同通信2016/11/24 18:1311/24 18:14updated
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5月、広島市の平和記念公園で「核兵器なき世界」への決意を表明するオバマ米大統領

　【ワシントン共同】オバマ米政権は、核政策見直しの一環として検討していた核兵器の「先制不使用」の宣言を見送ることを決めた。複数の米政府関係者が23日までに明らかにした。共和党のトランプ氏が大統領選で勝利し、先制不使用を宣言しても政策を継続することが不確実になったことが要因。核抑止力の弱体化を懸念する日本などの同盟国や、政権内の反対論も無視できなかった。

　被爆地広島訪問を果たしたオバマ大統領は「核兵器なき世界」への機運を維持するため政策の見直しを進めてきたが、ロシアとの対立激化や北朝鮮による核実験強行などに直面。大胆な核軍縮に踏み出すのは困難な情勢にあった。

大阪市長、「総合区」案を議決の意向　「都構想」に先行 
日経新聞2016/11/25 1:50
　大阪市の吉村洋文市長は24日の定例会見で、大阪の都市制度改革に関し、市を廃止して特別区を導入する「大阪都構想」に先行して、市を残したまま行政区を再編する「総合区」の関連議案を市議会で可決したいとの意向を示した。
　一方、政治団体・大阪維新の会（代表・松井一郎大阪府知事）のプロジェクトチームは同日、特別区の数を、昨年５月の住民投票で否決された５区ではなく６区を軸とする方針を確認した。
　かねて吉村氏は特別区の是非について、2018年秋の住民投票で問う考えを明らかにしている。総合区の議案が可決されれば、住民投票の結果が反対多数となった場合、総合区が導入されることになる。
　都構想と異なり、総合区への移行は市議会の同意があれば可能。公明党が導入を提唱しており、吉村氏を支える大阪維新の会と公明の賛成で、導入に必要な過半数に達する。
　会見で吉村氏は、総合区案の先行議決を「決めていないが、有力なやり方だ」と述べたうえで、可決しても制度を始めるには一定の準備期間が必要だと指摘。その間に住民投票を実施することで「市民にどちらがいいかの判断を仰ぐことができる」との見解を示した。
　吉村氏は総合区案の議決を先に済ませることで、都構想の審議に向けた公明の協力姿勢を引き出したい考え。ただ、公明は都構想の是非を「昨年の住民投票で決着済み」（幹部市議）とする立場を変えておらず、先行議決の方針がどこまで功を奏すかは不透明だ。
　総合区案を巡っては議会側も独自の案を検討。自民党市議団は現行の24区をそのまま総合区に格上げする案をまとめ、公明は複数の区を再編・合区する区割り案を検討している。
　▼特別区と総合区　特別区は大都市地域特別区設置法に基づく。大阪市は解体され、分割された特別区は東京23区のように独立した自治体になる。区長や区議が選挙で選ばれ、予算や条例を独自に成立・制定できる。
　一方、総合区は地方自治法改正で４月から設置できるようになった。市の内部組織にとどまるものの、区長は市議会の同意を得て市長から任命され、区職員の人事権や市長への予算提案権もある。
社説　憲法審査会　改憲を前提とせずに
東京新聞／中日新聞2016年11月25日
　憲法をめぐり、国権の最高機関である国会で議論を深める意義は理解するが、必要のない改憲にまで踏み込んではならない。まずは改憲を前提とせず、全国民の代表として議論を尽くすべきだ。
　衆院できのう憲法審査会が開かれた。約一年五カ月ぶりに議論を再開した十七日に続き、この臨時国会二回目である。審査会は参院でも十六日に開かれている。
　きのうの衆院の審査会では立憲主義、憲法改正の限界、違憲立法審査の在り方について、各党が自由に意見を述べ合った。
　民進党の枝野幸男憲法調査会長は、自民党が野党時代の二〇一二年に作成した改憲草案について「立憲主義に反し、憲法を統治の道具であるかのごとく考えている。立憲主義を踏まえたものと（自民党が）認識しているのなら建設的な議論は困難だ」と批判。
　これに対し、自民党の中谷元・前防衛相は「人権を保障するために権力を制限する立憲主義の考え方を何ら否定するものではない」と反論した。
　自民党の改憲草案は天皇元首化や国防軍創設など国民主権、平和主義の観点から問題が多く、全国民に憲法尊重義務を課すなど立憲主義に反する内容が盛り込まれている。家族の協力義務を定めるなど復古的で時代にもそぐわない。
　自民党は憲法審査会の再開に当たり、改憲草案をそのまま提案することは考えていないとして事実上封印したが、草案の考え自体を放棄したか否か明確ではない。
　憲法は国の最高法規である。改正は全国民の代表である国会議員の幅広い賛同が前提だ。少なくとも、野党第一党の賛同を得られないような改憲案は、たとえ衆参両院で三分の二以上の賛成が得られるとしても、発議すべきでない。
　改憲草案の考え方に、民進党が賛同していない以上、草案自体が憲法論議を深める障害になっていることは否定できまい。建設的な議論のためにも、自民党は撤回するのが筋ではないか。
　今国会における衆参三回にわたる憲法審査会での議論で明らかになったのは、改憲に前のめりな自民党の姿勢である。
　現行憲法に著しい不備があり、国民の間から改正を求める意見が澎湃（ほうはい）と湧き上がっているのならまだしも、そうした状況でないにもかかわらず、改憲を強引に推し進めるのなら「改憲ありき」との誹（そし）りは免れまい。
　「改憲のための改憲」には反対だ。何度でも強調しておきたい。
社説 　日韓の情報協定　共通の脅威への備えだ
毎日新聞2016年11月25日　東京朝刊
　日本と韓国は、北朝鮮の核という現実の脅威に直面している。両国による情報共有を進めるのは、意義のあることだ。 
　日韓両政府が軍事情報包括保護協定（ＧＳＯＭＩＡ＝ジーソミア）に署名し、発効させた。 
　日本は、韓国のイージス艦が黄海上でとらえた北朝鮮のミサイル発射情報や脱北者らを通じて韓国が入手した情報を得ることができる。韓国は、北朝鮮による潜水艦発射弾道ミサイル（ＳＬＢＭ）開発への対応を迫られており、日本の対潜哨戒能力への期待が高い。互いに情報を補完すれば、的確な判断を素早く行えるようになる。 
　日韓両国は米国の同盟国であり、北朝鮮の脅威への対処は日米韓３カ国の協力が基本である。その中で最も弱かった日韓の安保協力を強化することは自然なことだ。 
　協定は、相手国から受け取った情報の目的外使用や漏えいをしないと約束するものだ。秘密情報を渡す前提となるものであり、情報提供を義務付けるわけではない。日本は米国やインドなど７カ国・機関と、韓国もロシアを含む３０カ国以上と同様の協定を締結済みだった。 
　日韓は２０１２年にも締結しようとしたが、韓国世論の反発で署名式直前に取りやめとなっていた。代替策として米国を介した情報交換の枠組みが１４年にできていたが、日韓が直接やり取りすることで情報交換を迅速化できる。 
　気掛かりなのは、朴槿恵（パククネ）大統領を巡る疑惑による政治的混乱の中での署名となったことだ。朴大統領は北朝鮮の核開発進展に危機感を強めて署名に踏み切ったが、支持率が１桁に落ち込み、退陣要求を受ける中で強行したことへの批判は強い。 
　韓国の野党は「日本の軍事大国化を助ける」などとも批判している。歴史的経緯から日本との安保協力に警戒感を抱くことは理解できるが、協定の内容を考えると無理のある主張だと言わざるをえない。 
　韓国ではさらに、日米韓の安保協力強化が対中関係を悪化させるという懸念も目立つ。だが、日米韓が連携したうえで、中国とも協力することはできるはずだ。 
　協定は、日韓どちらかが破棄を通告しなければ１年ずつ更新されていく。韓国野党の一部には破棄を主張する声もあるが、政権交代したとしても日米韓の情報トライアングルは維持すべきであろう。 
　不透明さの増す東アジア情勢を考えれば、協定の有用性が変わることはない。日韓両政府には、難産だった協定を慎重かつ着実に運用する実績を積み重ねてほしい。それが、韓国世論の理解を得て日韓の協力を定着させる道につながるはずだ。 
社説　日韓軍機協定　「公開が原則」忘れるな
京都新聞　2016年11月24日掲載

　軍事機密（軍機）を得ることが、国民の「知る権利」に優先するのだろうか。
　日韓両政府は、軍事情報包括保護協定（ＧＳＯＭＩＡ）を締結した。核・ミサイル開発を進める北朝鮮との有事を想定した最新鋭の高高度防衛ミサイル（ＴＨＡＡＤ）の在韓米軍への配備が決まったのを受け、日米韓の軍事情報共有と中国など第三国に機密が漏れるのを防ぐ狙いとみていいだろう。
　相次ぐ核実験と弾道ミサイルの発射をみれば、北朝鮮の軍事技術が向上し、脅威が高まっていることは事実だ。側近や軍幹部の粛清をためらわない独裁的な金正恩体制の動向にも注意を払う必要がある。韓国政府の北朝鮮情報は日本にとっても貴重だ。
　とはいえ、重要な協定にもかかわらず、中身はおろか、２２日に閣議決定した事実さえ政府は発表していなかった。民主主義国家として本来あってはならないことである。朴槿恵（パククネ）大統領を取り巻く疑惑で混乱する韓国の政局に配慮したのかもしれないが、秘密交渉とのそしりは免れまい。
　韓国から提供された情報のほとんどは、特定秘密保護法に基づく「特定秘密」に指定される見通しだ。適性評価で認められた有資格者しか接触できず、少なくとも３０年は公表されないことになる。
　菅義偉官房長官は「関係国から機微にわたる核心的な情報を得られるようになった」と同法を評価するが、知る権利の制約という負の側面を改めて意識すべきだ。安全保障に関する機密保全の重要性は理解するが、国民に伝えるべき情報まで安易に機密扱いされる懸念は拭えない。
　安全保障上の重大な決定を政府がする際、軍事機密を理由に根拠が示されないなら、国民は正しい判断ができない。「軍事情報でも公開」が原則であることを確認しておきたい。
　韓国では、歴史認識で食い違う日本との防衛協力に世論は批判的だ。反朴勢力は、協定は「未来を日米に売り渡す売国行為だ」などと批判している。野党は次期大統領選で協定廃棄を訴える構えで、協定が実効性を発揮し、安定的に運用されるかは不透明だ。
　日韓両政府とも国民不在のまま協定締結へ突っ走ってきた。協定は本来４年前に締結されるはずだったが、秘密裏の交渉に韓国内で激しい反発を呼び、延期になった経緯がある。学ぶべき教訓は、国民にいかに隠すかではなく、いかに伝え理解を得るかである。

社説　［米TPP離脱］批准の前提が変わった

沖縄タイムス2016年11月24日 07:00

　米国のトランプ次期大統領がビデオ声明で、来年１月の就任初日に環太平洋連携協定（ＴＰＰ）からの脱退を通告すると発表した。

　大統領選の公約ではあったが、選挙後に明言したのは初めてである。

　トランプ氏は声明で大統領就任から１００日以内に実施する政策を国民に向けて説明。その筆頭にＴＰＰをあげ、「われわれの国にとって潜在的な災難になる」と脱退の意思を示した。

　ＴＰＰ発効には参加１２カ国中６カ国以上が批准し、その国内総生産（ＧＤＰ）の総額が全体の８５％を超える必要がある。約６０％を占める米国抜きには発効できない仕組みだ。

　これで発効は絶望的な状況である。　

　「パリ協定」からも離脱を表明するなど、トランプ氏の自国中心主義や保護主義は警戒する必要がある。

　しかし気になるのはことここに至る日本側の対応だ。

　安倍晋三首相は１７日、ニューヨークのトランプタワーで世界の首脳に先駆けてトランプ氏と会った。会談後「トランプ氏は信頼できる指導者だと確信した」と語っている。

　その足で駆け付けたアジア太平洋経済協力会議（ＡＰＥＣ）首脳会議では、あらゆる保護主義を排除する決意を表明した首脳宣言を採択した。

　会談から４日後、ＡＰＥＣ翌日のＴＰＰ離脱表明である。安倍首相自身が「米国抜きでは意味がない」と語っていることからも分かるように、日本政府は突然はしごを外された形だ。

■　　　　■

　参加国に波紋が広がる中、政府は「立ち止まることはできない」として、ＴＰＰ承認案などを今国会で成立させる方針を重ねて強調している。

　ＴＰＰを巡る情勢が大きく変わったのに、それでも立ち止まらないというのは、冷静さを欠く対応である。

　米国抜きで発効させる代案があるのか、その場合の影響や経済効果はどうなのか、きちんとした説明を求めたい。

　トランプ氏は声明で「米国に雇用や産業を取り戻す公正な２国間の貿易協定」についても言及。ＴＰＰに代わる２国間の枠組みを模索しているようだ。

　選挙戦で米軍駐留費の負担増を訴えたように、２国間協定で日本側に大幅な譲歩を迫る可能性も否定できない。

　ＴＰＰは自由貿易というだけでなく、日米両政府は中国をにらんだ安全保障体制という側面も強調していた。

　米国の離脱は、アベノミクスとともに安倍外交の再考を促すことになるだろう。　　

■　　　　■

　自由貿易とグローバル化への反感、広がる貧富の差がトランプ大統領を誕生させた背景にあったことも直視しなければならない。

　共同通信の世論調査で６割を超える人々がＴＰＰ承認案の慎重審議を求めているのは、日本でも格差拡大の懸念が消えないからだ。

　国会が今やるべきことは、発効のめどが立たない協定の成立を急ぐのではなく、懸念に真正面から向き合うことである。
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